
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 17¶812¶727¶374 1¶230¶259¶982 4¶200¶000 19¶038¶787¶356 5¶537¶225¶100 925¶755¶087 ` ` ` 13¶501¶562¶256

構 築 物 833¶756¶452 53¶388¶841 ` 887¶145¶293 312¶244¶515 44¶060¶652 ` ` ` 574¶900¶778

機械及び装置 242¶328¶000 ` ` 242¶328¶000 136¶658¶357 22¶618¶419 ` ` ` 105¶669¶643

工具、器具及び
備品

1¶267¶924¶341 267¶891¶750 11¶388¶220 1¶524¶427¶871 1¶177¶207¶074 81¶553¶701 ` ` ` 347¶220¶797

計 20¶156¶736¶167 1¶551¶540¶573 15¶588¶220 21¶692¶688¶520 7¶163¶335¶046 1¶073¶987¶859 ` ` ` 14¶529¶353¶474

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 476¶660¶816 94¶555¶493 ` 571¶216¶309 98¶504¶994 29¶761¶863 ` ` ` 472¶711¶315

構 築 物 10¶087¶770 19¶251¶993 ` 29¶339¶763 2¶605¶171 715¶962 ` ` ` 26¶734¶592

工具、器具及び
備品

9¶532¶265¶583 2¶302¶262¶834 1¶916¶293¶253 9¶918¶235¶164 5¶558¶244¶993 1¶314¶817¶622 ` ` ` 4¶359¶990¶171

２．金融商品の時価に関する事項
期末日における貸借対照表上計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：円）

貸借対照表上計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\現金及び預金 2¶701¶679¶402 2¶701¶679¶042 `

]長期借入金（＊２） (5¶971¶035¶400) (6¶075¶294¶050) (104¶258¶650)

^長期未払金（＊３） (2¶370¶599¶540) (2¶353¶528¶661) (�17¶070¶879)

_未払金（＊４） (1¶977¶318¶200) (1¶977¶318¶200) (`)

（＊１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊２）長期借入金については、１年内返済予定額を含んでおります。
（＊３）長期未払金はリース債務であり、１年内支払予定額を含んでおります。
（＊４）未払金については、１年内支払予定リース債務は除いております。
（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

] 長期借入金及び^ 長期未払金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

_ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

×．賃貸等不動産に関する事項
当法人は、本学敷地内に学生寮及びゲストハウスを有しております。この賃貸等不動産の貸借対
照表上計上額、当期増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：円）

貸 借 対 照 表 上 計 上 額
当期末の時価

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

3¶592¶608¶776 � 129¶224¶501 3¶463¶384¶275 3¶336¶835¶774

（注１）貸借対照表上計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。
取得等による増加（学生寮４号棟、ゲストハウス） 2¶570¶228円
減価償却による減少（学生寮全棟、ゲストハウス） 131¶794¶729円

（注３）当期末の時価は、路線価による相続税評価額及び建設工事デフレーターに基づいて当法
人で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

また、賃貸等不動産に関する平成22年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであり
ます。

（単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他
（売却損益等）

81¶330¶327 (118¶060¶579)
173¶296¶548

`

~ 賃貸費用に含まれる損益外減価償却相当額については、（ ）に内数で示しております。
Ø．重要な後発事象
該当事項はありません。
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